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a b
c d
e f

郷土意識づくりの推進
文化財の保存と活用

担当部課名

主要事業計画対象の有無

生涯学習 文化財保護

４　評価指標

80.0
実   績

〔金額単位：千円〕

平成14年度

人件費率が概ね8割以上でかつ新
規雇用･就業者の割合が概ね4分
の3以上であることを成果として表
す

指　標　②
指　標　③

実   績

事業開始年度
１ 総合計画における位置づけ

16220

政  策  名

事務事業名 事業コード

彩りのある市民文化を創造します

7,693

7,6932,781

7,6932,781

0 0 2,531

2,531

指標式

緊急地域雇用創出特別対策による
雇用・就業機会創出の目標達成率

指標名

新規雇用の失業者数／事業に従事する労
働者数×100

・相模原市№68及び№83遺跡出土品整理補助業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，487千円
・相模原市№79遺跡出土品整理補助業務委託
　　　　　　　　　　　　　　　　　　1，045千円

　過去に市内で実施された埋蔵文化財発掘調査のうち未整理の状態となっている出土
品等について、報告書刊行をはじめとした調査成果の公開及び活用を目的に出土資料
の洗浄、注記、分類、実測等の基礎整理作業を行う｡

事業で新規雇用する労働
者(失業者）

対象
数

（３）平成13年度事業の内容

計画年次 年度13

なし

　過去に発掘調査された市内８遺跡について､公開･活
用を目的に出土品等の基礎整理を行う｡

基本施策名
施  策  名

第
第

２ 実施根拠及び関連法令等

（２）対象（誰、何）
３ 事業概要
（１）事業の目的

指　標　① 80.075.0

５ 目標と実績

指標設定
の意図

目   標
平成11年度

特　定　財　源

決算（予算）額

合　　計

人員・時間数
人　件　費

その他経費

事
　
業
　
費

〔様式　１〕

042（769）8371

事 務 事 業 評 価 表

平成１４年度

2,531 2,781

平成13年度（評価対象年度）平成12年度
実   績 目   標

（５）個別計画の概要

（４）総合計画･実施計画における概要   

緊急雇用創出対策事業埋蔵文化財出土品整理事務事業

文化財保護法、神奈川県文化財保護条例、相模原市文化財の保護及び活用に関する条例
緊急地域雇用創出特別対策市町村補助事業実施要領、緊急地域雇用創出特別対策市町村補助金交付要綱

年度

計 画 名埋蔵文化財出土品整理特別事業
　年度～　 15

課 室

13

生涯学習部

無



93.8%
2

75.0  ③ e
80.0  f
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1

1

3

1

あ　る

な　い

あ　る

な　い

3

総事業費の8割を占める人件費を圧縮
することは論外のため､その他経費を精
査することは検討できる｡

見　直　し

廃     止

完     了

８二次評価における変更点

説明

 　神奈川県緊急地域雇用創出特別対策市町村補助事業実施要領に基づく当該
事務事業の取り組みは､平成13年度から平成15年度までを実施期間として計画し
ている｡
　　時限性のある取り組みではあるが､発掘調査成果の公開･活用を推進していく
上で重要となる出土品の基礎整理作業を雇用機会の創出と連関させて相乗効果
で高めていき､目標を達成したい｡

②  c
 d

6

国から交付される緊急地域雇用創出特別交付金により造成される神奈川県緊急
地域雇用創出特別対策基金を活用して､市町村が雇用・就業機会の創出を図る
ため創意工夫に基づいて緊急かつ臨時的に実施する事業であることから代替は

×100= ×100=

（４）事業の代替性・・・県、民間との役割分担のあり方から見て、市が実施していくことが適当か

現下の厳しい雇用失業情勢に鑑み、構造改革の集中調整期間中の臨時応急の
措置として必要である｡

コスト改善余地

６　個別評価

（２）必要性･･･時代変化に適応した事業内容か

（１）達成度･･･目標をどれだけ達成したか

評 価

①  a
b

 93.8%
 

 
 

評 価

（６）有効性･･･当該事業は上位の施策を実現する上で有効か

神奈川県緊急雇用創出特別対策市町村補助事業実施要領にある中高年離職
者、特定失業者、公務員退職者等への配慮・制限があるため、全般的な満足は
期待できない｡

評 価

Ａ：代替の可能性ない

Ｂ：代替の可能性低い

他自治
体の類
似事業
との比
較

＜平成１３年度大和市の緊急地域雇用創出特別対策事業（文化財関係）＞
　　　出土品資料整理１件を実施し､人件費率６８％の取り組みとなっている｡

  

評 価

今後の進め方

継　    続

★ ★ ★ ☆ ☆

７ 総合評価

Ａ：満足できる

Ａ：有効である

Ｂ：一部満足できない

理由：
Ｂ：一部有効である

Ｃ：有効でない

評 価 Ａ：適応している
Ｂ：一部適応していない

評 価

Ｃ：妥当でない

Ａ：妥当である
Ｂ：一部妥当でない

評 価

（３）経済性・効率性･･･費用対効果は妥当か

Ｃ：適応していない

Ｃ：代替の可能性高い

（５）市民満足度・・・対象市民の満足は得られているか

事業費に占める人件費割合が概ね８割以上であり、事業に従事する全労働者数
に占める新規雇用の失業者数が概ね4分の3以上になることから、経済性･効率性
は高いといえる｡

理由：

理由：

理由：

理由：

理由：
平成13年度は数値上､93.8％を達成率として表したが､実質人件費率は概ね８割に近い数値となったため､雇用創出効果は
着実に達成できたと思われる｡今後2年間も同様以上に取り組む予定でいる｡

Ａ：達成している　　　(α≧100%)

Ｂ：一部達成していない(100%>α≧80%)

Ｃ：達成していない   （80%>α)

   α＝①、②、③の平均値  ＝

×100=

説明：

説明：

Ｃ：満足できない

事業の継続により文化財の内容把握がなされることから、郷土意識づくりの推進
に向けた基礎事務事業として有効である｡

事業を継続させることにより、さらなる成
果が得られる見込みがある｡

成果向上の余地
≪評価バランスチャート≫ 達成度

必要性

経済性・効率性

事業の代替性

市民満足度

有効性

A

B

C

A

B

C

A

Ｂ

Ａ

Ａ

Ａ

Ｃ

Ａ


